[bookmark: _GoBack]第11号様式（第15条関係）
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　京都府知事　様
申請者　住所
氏名　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　
電話番号


居住の用に供する登録空家等の取得に対する不動産取得税の不均一課税の対象となる不動産であることの確
認申請書

京都府移住の促進のための空家及び耕作放棄地等活用条例第12条の規定により、次のとおり居住の用に供する登録空家等の取得に対する不動産取得税の不均一課税の対象となる不動産であることの確認を申請します。

１  取得した不動産
(1)　土地　
	所在地
	

	地　番
	
	地　目
	
	地　積
	㎡ 

	取得日
	年　　　　月　　　　日



(2)　家屋（土地だけを取得した場合も、居住する家屋について記入してください。）
	家屋の区分
	専用住宅　・　併用住宅

	所在地
	

	家屋番号
	
	延べ床面積
	㎡
	
	階　数
	階

	構　造
	

	用　途
	居住の用に供
する部分
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

	
	居住の用に供
さない部分
	有・無
(居住の用に供さない部分の面積　　　　　　　㎡)

	取得日
	年　　　　月　　　　日

	取得価額
	円



２　移住をした日（お住まいの家屋が所在する市町村に転入をした日のうち最も遅い日を記入してください。）
	移住日
	年　　　　月　　　　日





添付書類　次に掲げる書類を添付してください。
１　土地の取得の場合
(1)　家屋の敷地である土地の場合
ア　当該土地に係る不動産登記事項証明書の写し（未登記の場合は、当該土地の売買契約書の写し）
イ　当該土地の位置図
ウ　当該土地の状況が分かる写真
エ　申請者が当該土地に所在する登録空家への移住をした者であることを証する書類（市町村による確認書等）
オ　申請者が当該土地に所在する登録空家に居住し、かつ、当該登録空家の所在地に住所を有することが分かる書類（住民票の写し等）
カ　その他知事が必要と認める書類

(2)　農地の場合
ア　当該農地に係る不動産登記事項証明書の写し（未登記の場合は、当該農地の売買契約書の写し）
イ　当該農地の位置図
ウ　当該農地の状況が分かる写真
エ　当該農地の取得が登録農地の取得に該当することを証する書類（市町村による確認書等）
オ　申請者が、当該農地が所在する移住促進特別区域内の登録空家に居住し、かつ、当該登録空家の所在地に住所を有することが分かる書類（住民票の写し等）
カ　その他知事が必要と認める書類

２　家屋の取得の場合
(1)　当該家屋に係る不動産登記事項証明書の写し（未登記の場合は、当該家屋の売買契約書の写し）
(2)　当該家屋の平面図
(3)　当該家屋の用途を確認することができる資料
(4)　当該家屋の外観が分かる写真
(5)　当該家屋の取得が登録空家の取得に該当することを証する書類（市町村による確認書等）
(6)　申請者が当該家屋に居住し、かつ、当該家屋の所在地に住所を有することが分かる書類（住民票の写し等）
(7)　その他知事が必要と認める書類


注　１　この手続（この申請書の提出）だけでは、税額の軽減措置を受けることはできません。居住の用に供する登録空家等の取得に係る不動産取得税の申告の際に、この手続により確認がなされた場合に発行される書類（居住の用に供する登録空家等の取得に対する不動産取得税の不均一課税の対象となる不動産であることの確認書）を、取得した不動産の所在地を所管する京都府府税事務所、京都府広域振興局税務室又は府税出張所（以下「府税担当窓口」という。）に提出してください。
２　この手続の内容について、必要に応じて、現地調査等による確認を行う場合があります。
３　取得した家屋における居住の用に供する部分の面積は、この手続による確認及び注の１に規定する申告の後、府税担当窓口により別途確認を行う場合があります。
４　記入する欄が不足する場合は、欄を追加してください。



